
（1）退職者の状況（令和4年度）

①常勤職員

②非常勤職員（フルタイム会計年度任用職員）

２人

（2）採用者の状況（令和5年4月1日）

①常勤職員

　（注）採用者数には、暫定再任用職員を含みます。

②非常勤職員（フルタイム会計年度任用職員）

６人

　聖籠町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年聖籠町条例第15号）の規定により、
人事行政の運営状況等について公表します。
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（3）職員数に関する状況（令和5年4月1日現在）

①部門別職員数の状況
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（注） 職員数は一般職に属する職員数（会計年度任用職員を除く。）であり、地方公務員の身
分を保有する休職者・派遣職員などを含みます。
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②年齢別職員構成の状況
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 　（1）昇給への人事評価の活用状況

　

（2）勤勉手当への人事評価の活用状況

　

令和４年４月２日から令和５年４月１日まで
における運用

　イ　人事評価を活用している

活用している昇給区分

管理職員 一般職員

２．職員の人事評価の状況

標準の区分のみ（一律）

〇 〇 ○

昇給実績がある区分

活用予定時期

〇

○ ○

昇給可能な区分 昇給実績がある区分 昇給可能な区分

上位、標準の区分

上位、標準、下位の区分

　ロ　人事評価を活用していない

標準、下位の区分

令和４年４月２日から令和５年４月１日まで
における運用

管理職員 一般職員

　イ　人事評価を活用している ○ ○

活用している昇給区分 支給可能な成績率 支給実績がある成績率 支給可能な成績率 支給実績がある成績率

上位、標準、下位の区分 〇 〇 ○

上位、標準の区分 ○

標準の区分のみ（一律）

　ロ　人事評価を活用していない

活用予定時期

標準、下位の区分



３．職員の給与の状況

（1）人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（3）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（4）職員の平均給与月額、初任給等の状況

①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和5年4月1日現在）

平均年齢 平均給与月額

292,700円 340,700円40.9歳

16.8%

（注）　平成24・25年値は、国家公務員の時限的な給与特例法により減額された給与水準を100と
　　　した場合の数値であり、給与特例法がないとした場合の数値は、【参考値：95.7(H24)、
　　　96.5(H25)】です。

48.8歳

（参考）
前年度人件費率

区分

295,200円

17.4%

人件費率
Ｂ／Ａ

1,456,751千円

人件費【Ｂ】

553,569千円

実質収支歳出額【Ａ】

8,366,416千円14,129 人

住民基本台帳人口
（R5.1.1現在）

令和4年度

１　職員手当には退職手当を含まない。
２　職員数及び給与費は、特別職、派遣職員（派遣先で給与が支給されている職員）、
　会計年度任用職員を除く。

　 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す
 数値です。

(注）

技能労務職

一般行政職

区分

（注） １　「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本給の平均。
２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、
　時間外勤務手当などの諸手当の額を合計したもの。

区分

令和4年度 157 人 794,669千円198,995千円79,660千円516,014千円

給料 職員手当 期末勤勉手当 計【Ｂ】

給与費職員数
【Ａ】

316,300円

平均給料月額

１人当たり給与費
Ｂ／Ａ

5,062千円

103.6 104.5 

96.7 
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②職員の初任給の状況（令和5年4月1日現在）

（5）一般行政職の級別職員数の状況（令和5年4月1日現在）

（6）職員手当の状況

①期末・勤勉手当（令和4年度）

期末手当 勤勉手当

・1人当たり平均支給額（令和4年度） 千円

役職加算（5～15％）

②退職手当

自己都合 勧奨・定年

・勤続20年

・勤続25年

・勤続35年

・最高限度額

・加算措置

千円

2.45月分 1.95月分

（1.35月分） （0.95月分）

（注） （　）内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

（注） 退職手当支給率は、令和5年3月31日に退職した場合のものです。

・1人当たり
　平均支給額
 （令和4年度）

47.709月分

39.7575月分

28.0395月分

19.6695月分

47.709月分

47.709月分

33.27075月分

24.586875月分

20,484千円-

高校卒

1.225月分

（0.675月分）

0.925月分

（0.45月分）

（0.675月分）

1.225月分 1.025月分

（0.50月分）

36 18

国聖籠町 新潟県

区　分

職階上の段階、職務の級等による加算措置有り

主事

21

15.5%

構成比

12

18.1%主任 課長

31.0%

-

13.8%

154,600円 158,900円

職員数

13

構成比

６級

５級

定年前早期退職特例措置
（割増率2～20％）

156,800円

11.2%

1,363

標準的な職務内容

185,200円

151,900円高校卒

大学卒

区分

一般行政職

技能労務職

区　分

３級

２級

１級

（注）１　給与条例に基づく給料表の級区分による職員数。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務。
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16

職員数標準的な職務内容

課長補佐、副参事

主事 係長、主幹10.3%

計

191,700円185,200円

・12月期

154,600円



③時間外勤務手当・休日勤務手当

④特殊勤務手当

⑤その他の主な手当

（7）特別職の報酬等の状況（令和5年4月1日現在）

４．職員の勤務時間その他の勤務条件

（1）勤務時間の状況（令和5年4月1日現在）

管理職手当

通勤手当

12：00～13：0017:158:307時間45分38時間45分

住居手当

扶養手当

手当名

8,017千円
2km以上の距離を自動車等で通勤する職
員に対し通勤距離に応じた額を支給

課長、室長、事務局長、園長、館長に月
額41,000円、参事に24,900円、医師に
195,700円を支給

3.3月分

1.65月分

税徴収手当、税滞納処分手
当、除雪作業手当、用地交渉
手当

227,319円

12月期

報酬

給料

計議 長

814,000円

副 町 長

230,000円

254,000円

311,000円

町 長

127千円

5,777円

1.65月分

12.6%

13,188千円

扶養親族ある職員に対して扶養区分
に応じた額を支給

15,912千円

期末手当

599,455円

290,368円6,969千円
借家等の場合は家賃に応じた額を支
給（27,000円を限度）

区　　分

休憩時間終業時刻始業時刻
1日の正規の
勤務時間

1週間の正規の
勤務時間

給料等月額

653,000円

573,000円

6月期

議 員

副 議 長

教 育 長

10種類

304千円

40,668千円

支給職員1人当たり
平均支給年額

（令和4年度決算）
内容及び支給単価

269千円

46,438千円

支給実績
（令和4年度決算）

63,124円

職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 3 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 令 和 3 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 令 和 4 年 度 決 算 ）

職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 4 年 度 決 算 ）

主 な 手 当 の 名 称

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和 4年度）

支給職員 1人当たり平均支給年額（令和 4年度決算）

支 給 実 績 （ 令 和 4 年 度 決 算 ）



（2）年次有給休暇の状況（令和4年一般職員実績）

※令和4年中の採用者、退職者、派遣職員、育児休業者、休職者を除く。

５．職員の休業に関する状況

（1）育児休業の状況（令和4年度実績）

（注）令和4年度に新たに育児休業を取得した職員。

６．職員の分限及び懲戒処分の状況（令和4年度）

（1）分限処分の状況

（注）同一の者が複数回にわたり分限処分とされた場合は、重複計上しています。

（2）懲戒処分の状況

勤務実績が良くない場合

合　　計 0 0 0 0 0

19

0

0

0

0

合計

0

職に必要な適格性を欠く場合

0

0

合　　計 0 0 19 0 19

心身の故障の場合

0

019

0

0 0

　年次有給休暇は、１の年（暦年）ごとに20日付与され（中途採用者を除く。）、20日を超え
ない範囲内で残日数を翌年に繰り越すことができます。

総取得日数 全対象職員数 平均取得日数

0

0

12.7日79人1,006.3日

合計

0

降給免職

5

0

00 0 0

0 0 0

職制、定数の改廃、予算の減少によ
り廃職、過員を生じた場合

0 0 0 0

0

減給

0

0

条例で定める事由による場合

免職

育児休業者数 部分休業者数

0

性別

　分限処分とは、法律又は条例に定められた事由に該当した場合に、職員の意に反してその身
分に不利益な変動をもたらす処分のことをいい、地方公務員法第28条に規定されています。
　分限処分には、降任・免職・休職・降給の４種類があります。

処分事由

　懲戒処分とは、任命権者が職員の一定の義務違反に対して、その責任を追及して行う行政上
の不利益処分のことをいい、地方公務員法第29条に規定されています。
　懲戒処分には、戒告・減給・停職・免職の４種類があります。

全体の奉仕者たるにふさわしくない
非行のあった場合

職務上の義務に違反し、又は職務を
怠った場合

法令に違反した場合

処分事由 停職

0

0

0 0

0

0

0

0 0

0

戒告

刑事事件に関し起訴された場合

0

0 0

0

休職降任

0

女

男



７．職員の服務状況（令和4年度）

服務規律遵守のための取組み

・年末年始における綱紀粛正に関する通知

・選挙における服務規律の確保に関する通知

８．職員の退職管理の状況（令和4年度）

９．職員の研修の状況（令和4年度）

配慮を必要とする方に対しての理解と対応 1

プレゼンテーション（伝え方強化） 1

専門研修

会社法入門 1

交渉力を高める 1

発想力・企画力向上研修 1
マニュアル作成研修 1
事務ミス防止研修 1
接遇マナー基礎研修 1

行政法入門（オンライン） 2
戦略的情報発信（オンライン） 1

2
説明力向上研修 1

1
2

1
法制執務研修 1

保育士・幼稚園教諭のためのコミュニケーション力向上研修

業務改善研修
データ活用力向上研修
ハラスメント防止研修

1
1
1
1

主任研修
係長研修

新採用職員研修

3

1

1

9

読み手の心を動かす資料作成（オンライン）

7

4

2

2

受講者数

12

固定資産税事務基礎研修（課税）

4

2

良い環境を作るコミュニケーション 1

民法基礎研修（総則、物権、債権、家族）

2課長級研修

階層別研修

ファシリテーター養成研修 2

市町村民税事務基礎研修（個人）
市町村民税事務基礎研修（法人）
徴収事務基礎研修

研修名

人数

2

2
5

合計

聖籠町以外の公務員

会計年度任用職員等

再任用職員

区　分

聖籠町に再就職

民間企業等に再就職

区分

課長補佐級研修

一般職員研修第１部
一般職員研修第２部

　令和4年度末退職者の再就職状況（令和5年4月1日現在）は以下のとおりです。



10．職員の福祉及び利益の保護の状況（令和4年度）

研修講師養成講座（主催：市町村職員中央研修所） 3

その他研修
（町主催研修等）

10

2

25
55

新発田地域広域事務組合構成市町職員研修
（新発田市・胎内市・聖籠町定住自立圏共生ビ
ジョンに基づく合同研修）

ICT研修
（新発田市・胎内市・聖籠町定住自立圏共生ビ
ジョンに基づく合同研修）

メンタルヘルス研修
接遇研修

新採用職員後期研修
（主催：新発田地域広域事務組合）

9

貸付事業、保健事業等

退職共済年金、障害共済年金等

定期健康診断、事後指導、ストレスチェック

保健給付（医療保険）、休業給付等

健康相談

町村職員親善スポーツ大会

メンタルヘルス研修

１日人間ドック

事業概要

福祉事業

短期給付

長期給付

人間ドック

健康増進教育

元気回復事業

定期健康診断

健康づくり事業

共　済　制　度
（新潟県市町村職員共済組合事業）

厚　生　制　度

事業名区　　　　分


